





























































































（ 7）　第13条の規定をみれば、株主代表訴訟の訴訟手数料について言及されていないが、同条第 2 号
の 3 の規定に、その他の非財産案件に分類されると、50元から100元になる。






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（13）　第一審判決東京地判昭和61年 5 月29日判例時報1194号33頁。第二審判決東京高裁平成元年 7 月
3 日金判826号 3 頁。最高裁判決平成 5 年 9 月 9 日商事1332号44頁。
（14）　第一審東京地判平成 4 年 8 月11日資料はん商事法務101号264頁、財産権上の請求とした。第二








































































































































































率で納付する。1 ．1 万元を超えない場合、50元を； 2 ．1 万元から10万元までの場合、その2．5％
を； 3 ．10万元から20万元までの場合、その 2 ％を； 4 ．20万元から50万までの場合、その1．5％
を； 5 ．50万元から100万元までの場合、その 1 ％を； 6 ．100万元から200万元までの場合、そ
の0．9％を； 7 ．200万元から500万元までの場合、その0．8％を； 8 ．500万元から1000万元まで
の場合、その0．7％を； 9 ．1000万元から2000万元の場合、その0．6％を；10．2000万元超えた場
合、その0．5を納付する。
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